
令和３年度女性中核人材育成研修 業務仕様書 

 

１ 目 的 

  企業の意思決定に関わる女性の中核人材（役員等）を育成するため、企業の女性管理職等を対象に、経

営に関する知識や技術、リーダーシップ等の向上を目的とした研修を実施する。 

 

２ 業務内容 

 (1) 女性中核人材育成研修 

企業の意思決定に関わる女性の中核人材（役員等）を育成するための研修を以下のとおり実施するこ

と。 

   ア 研修対象者 

    企業の女性管理職等 

   イ 定員 

    40名程度 

   ウ 開催場所 

    京都市内 

   エ 回数・開催時間 

    全６回（１回あたり３時間程度（休憩含む）） 

  オ 研修プログラム（例） 

      以下の研修プログラム例を参考に、研修プログラムを組み立てること。 

プログラム 内容 

(ｱ)企業経営層による意識付け 企業経営層から直接経験等を聞き、中核人材としての役割認

識や心構えを習得する。 

(ｲ)女性活躍に係る意識付け 女性活躍、ダイバーシティ及びワーク・ライフ・バランス等

の重要性に関する理解を促進する。 

(ｳ)法的役割と責任・リスクマネジメ

ント 

業務遂行に必要となる法的知識、法的責任、内部統制など危

機管理に関する理解を促進する。 

(ｴ)コーポレート・ガバナンス コーポレート・ガバナンスの基本的な仕組みを理解する。 

(ｵ)財務・会計 取締役会等で意思決定の際に必要となる財務会計の知識を

習得する。 

(ｶ)リーダーシップ リーダーとしての自覚・覚悟の醸成を図る。 

(ｷ)マクロビュー マクロ経済に対する的確な見通しを持つための、経済のメカ

ニズムの理解、経済を読む力を習得する。 

(ｸ)技術・産業のメガトレンド、イノ

ベーションを起こす経営 

日本企業の競争力を形成してきた強みとそれが通用しなく

なったパラダイム転換を理解する。顧客ニーズの変化を予測

する視点から新しい技術と結びつけたこれからの時代の価

値創造を考える。それを実現するために、企業はどう変革を

起こし成長していくべきかを学ぶ。 

（キーワード：失われた20年、AI、IoT、ビッグデータ、シ
ェアリングエコノミー、サーキュラーエコノミー、イノベー
ション） 

(ｹ)グローバル競争を勝ち抜く経営 グローバル競争を勝ち抜く経営の要諦について学習する。 

(ｺ)企業価値と経営戦略 経営戦略（M&Aを含む）等に関する知識を習得する。 

    ※本業務の目的に沿う研修内容であれば、全てのプログラムを実施する必要はない。ただし、(ｱ)

については３回以上実施すること。 

 



   (2) 成果報告会 

      全６回の研修プログラム終了後に、研修参加者が、京都女性活躍応援男性リーダーの会の男性リー

ダー等に対して、研修の成果、今後の目標及びアクション・プランをプレゼンテーションする成果報

告会を実施すること。 

(3) 研修参加者間のネットワーク構築支援 

     交流会の開催等により、研修参加者間のネットワーク構築を支援すること。 

  (4) 研修参加者の確保 

チラシ及びパンフレット等の作成、新聞、インターネット等を活用した広報を行い、２(1)イに示す

定員を目安として研修参加者の確保に努めること。 

(5) 事業の運営・報告等 

・講師については、京都府と協議の上選任すること。なお、企業経営層による講義の講師は男女両方

から選任することとし、京都女性活躍応援男性リーダーの会からも選任すること。 

・研修には、講義、個人ワーク及びグループワークをバランスよく含めること。 

・研修・成果報告会の実施に当たっては、京都府と十分な調整を行うこと。 

・事業効果や参加者のニーズを把握・分析するため、研修の各回及び成果報告会で参加者へのアン

ケートを実施し、結果を取りまとめて京都府に報告すること。 

・業務完了報告書については、事業の実施結果（開催日、内容、参加人数、アンケート結果等）及び

事業に要した経費内訳を記載することとし、詳細については京都府と協議し決定すること。 

  (6) 新型コロナウィルスに関する対応 

・研修及び成果報告会は、新型コロナウィルス感染対策を講じた上で、対面式により実施すること。 

ただし、新型コロナウィルスの影響により対面式による実施が困難となった場合には、予算の範

囲内にて対応可能な代替案を提案し、京都府と協議の上、実行すること。 

  (7) その他 

・研修受講料として、受講者一人当たり 25,000円を上限に京都府が徴収する。 

 

３ 業務実施上の留意事項 

本業務は内閣府「地域女性活躍推進交付金」を活用した事業であるため、業務に係る書類は事業終了後

５年間保存の上、京都府監査委員の監査や会計検査院の検査対象となった場合は協力すること。 

 

４ 委託対象経費 

ア 委託業務に従事する者の人件費 

(ｱ)賃金     (ｲ)通勤手当   (ｳ)社会保険料等 

イ  委託業務に要する事業費 

(ｱ)講師謝金   (ｲ)旅費     (ｳ)消耗品費 

(ｴ)印刷製本費  (ｵ)燃料費    (ｶ)会議費（ただし食糧費を除く） 

(ｷ)通信運搬費  (ｸ)広告費    (ｹ)手数料 

(ｺ)保険料    (ｻ)賃借料    (ｼ)会場使用料 

(ｽ)その他京都府と協議して認められた経費 

 

５ その他 

  契約書及びこの仕様書に定めのない事項や細部の業務内容については、京都府が受託事業者と協議して

決定するものとする。 


